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労働者の介護との両立、近年の動向と課題

介護との両立、離職、労働生産性損失の実態

～性差に着目して～

両立問題としての「介護」、、、「育児」との相違

問題提起



介護・看護のために過去１年間に前職を離職した者の数の
推移 （2007年～2022年）－全国

10.6万人
男性24.5％
女性75.5％

男性 2.6万人+0.7万人

女性 8.0万人+0.5万人

令和４年就業構造基本調査より抜粋



個人的理由で離職した人のうち
「介護・看護」を理由とする人数

（性別・年代別）

離職者の年代は45歳～60歳
付近に多い

かつ、女性が多く、男性の5倍
から8倍程度

管理職世代にとっての深刻な
キャリア危機

企業にとっては「中核従業員」
の喪失となる

厚生労働省「雇用動向調査」2023年



出産・育児のために過去１年間に前職を離職した者の数の
推移 （2007年～2022年）－全国 

令和４年就業構造基本調査より抜粋

14.8万人

男性 0.7万人
女性 14.1万人

介護に伴う女性の離職者
8万人(＋0.5万人)

出産・育児に伴う女性の離職者
14.1万人(－7.1万人)

（ 2017-2022比較）
出産・育児との両立を克服し、継続就労を

実現した女性労働者が
次に直面するのが

「老親介護との両立」による離職リスク



介護離職以上に、大きな問題の表出



ビジネスケアラーの推移と予測

「仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン」(2024 経済産業省)より抜粋

2025年
307万人

2030年
318万人

 2030年には家族を介護する833万人のうち介護に関わる、「ビジネスケアラー」の
割合は2030年時点には労働力人口の21人となるになる予測されている。

2024年の出生数は72万人
、現在、保育所等を利用している児童数は272万人



介護との両立の実態とその損失
 2030年には318万人の労働者が介護との両立に直面

 その時、労働生産性損失は9兆円を超えるとの試算

 うち「離職による損失」の7.8倍となる「生産性低下による損失」

 その損失の大半が「ブレゼンティズム(就業時の労働生産性低下)」



先行研究 健康経営評価指標（短期的アウトカム評価指標）
【生産性への影響度を評価する指標：プレゼンティーイズム

経済産業省 商務情報政策局ヘルスケア産業課(2017)
「企業の「健康経営」ガイドブック～連携・協働による健康づくりのススメ～(改訂第１版)」



最新のデータからみたプレゼンティズム試算

現在、介護中の労働者(正規従業員)、416名での試算結果
2023年12月実査

令和４年就労条件総合調査における正社員の年齢・性別の
構成比に準じてモニター抽出

(科学研究費 基盤研究C 研究課題 22K01649)



QQMethod応用時の質問表現と回答選択肢
（介護との両立時に適した設問表現に修正、回答選択肢は不変）

Q.N-1 次に、現在のあなたのお仕事の「量」と「質」についてうかがいます。★ 

Q.N-5-1 あなたのご家族（実父母、義父母、配偶者）の「介護」に関するご事情やご用事によ
って、そうした事情や用事がなかった通常のとき(10)と比べてどの程度の仕事量に
なりますか。もっとも当てはまる数字をお選びください。（S.A.） 

全くできていない                  通常の仕事量 
0   1   2   3   4   5   6   7   8   9   10 

Q.N-5-2 あなたのご家族（実父母、義父母、配偶者）の「介護」に関するご事情やご用事によ
って、そうした事情や用事がなかった通常のとき(10)と比べてどの程度の仕事の質
になりますか。もっとも当てはまる数字をお選びください。（S.A.） 

ゼロに近い質                    通常の仕事の質 
0   1   2   3   4   5   6   7   8   9   10 

西久保(2015)

「仕事の量」と「仕事の質」の両面で
介護に関わっている現在と、それ以前の通常時を比較して、

どの程度、低下しているか
その主観的評価を測定



QQMethod方式での生産性損失率と損失額の算出

（損失率／パフォーマンス低下率）

積算方式

パフォーマンス低下率(損失率) = 1 ― (仕事量)/10 × (仕事の質)/10
和算方式

パフォーマンス低下率(損失率) = 1 ― ((仕事量) + (仕事の質) /2) × 1/10

損失額 =  パフォーマンス低下率*1 × 当該従業員の平均給与月額*2

× 現在の介護状態となってからの月数*3    =  総損失額

 (× 1 = 直近4週間での損失月額 ) 

*1: 積算方式と和算方式、双方を用いて試算する

*2: 賞与を含む、その福利厚生費、教育訓練費用等の人件費は含まない。また資産収入等の勤務先企業以外からの
収入は含まない。計算期間の収入を一定と仮定する。

*3: 長期間にわたる介護機関の対象者もいるが、当初より損失率は不変と仮定する。ただし経過月数回答の前提とし
ては「現在の介護状態になってから」という条件を示している。
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介護中の労働生産性の損失率は、積算法で4割程度、           
和算法で25％程度となる（非介護時の生産性と比較して）。

 いずれの試算法においても正社員での男女差は小さい

現在、介護中の労働者(正規従業員)、416名での試算結果2023年12月実査

令和４年就労条件総合調査における正社員の年齢・性別の構成比に準じてモニター抽出

(科学研究費 基盤研究C 研究課題 22K01649)

労働生産性の損失率(男女別、2023年時点)



労働生産性の損失額(男女別、2023年時点、万円／年)
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介護リスクの特性(出産・育児との対比)

• 時間的な「不定期性・難予見性」
→ それが（介護、育児）、何時から始まるか予測できない

• 負担の「並列性・同時発生性」
→ 世話する対象（老親、子供）が同時に複数（２人以上）となる

• 負担の「逓増性」
→ 時間の経過とともに徐々に負担が楽にならない

• 曖昧な「当事者性」
→ 実際にお世話する人が予め明確に決まっていない

• 当事者の「高職位性」
→ 社内での職位が高く、責任も重い時期に起こる

• 空間的な「分離性」
→ 当事者（老親、子供）と離れて生活している（可能性がある

西久保(2015)「介護クライシス」より抜粋 p85
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「出産・育児」と「老親介護」のリスク特性比較

山梨大学 西久保研究室 2015年 (正規従業員) 
従業員調査 (20-64歳男女個人  有効回収数1553人   民間企業 正社員／全国)2015年11月実査
平成26年就労条件総合調査における正社員の年齢・性別の構成比に準じてモニター抽出

(科学研究費 基盤研究C 研究課題25380503) 西久保(2015)「介護クライシス」より抜粋 p86

こうした諸特性により
「出産・育児との両立」以上に

難易度が高いのが「介護との両立」

より多くの労働者が、長く関与せざるを
得ない状況となる



問題提起
わが国の労働者にとって今後、「老親介護との両立は「出産・
育児」との両立を上回る大きな悪影響を及ぼす問題となる
可能性が高い。

 「両立」という点で克服の難易度が高く、より多くの労働者が
否応なく長く直面するのが「老親介護との両立」である。

当初、注目された「離職による損失」も続くであろうが、より深
刻で、広範囲での影響となるのは、離職せず仕事を続けなが
ら 働く当事者の「労働生産性の損失」となろう

今後は高い未婚率、晩婚率、共働き世帯比率の上昇が予想
され、家庭内で介護に関与できる人的リソースは減少する

働きながら関わらざるを得ない労働者の離職を抑制しつつ、
いかに労働生産性低下の回避するかが課題となる。

女性登用、管理職登用においても大きな障害となる可能性が
高い。
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